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 「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係

法律の整備に関する法律」が平成 25年 4 月（一部は平成 26年 4 月）から施行され、「障

害者自立支援法」が「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以

下「障害者総合支援法」という。）」となりました。 

今回の法改正により、障害者福祉制度が大幅に変更され、障害のある人が住み慣れた

地域で安心して暮らし続けるための地域支援体制づくりや、地域や在宅での生活が維持

できない重度の障害のある人が、入所して医療や介護を受けることができる施設の充実

や拡充を進めることが、これまで以上に求められています。

（２）障害のある人が安心して暮らせる地域社会

＜障害者自立支援法改正の概要（障害者総合支援法）＞

・障害者基本法の改正を踏まえて法律の基本理念を新たに規定 

・障害者の範囲に難病等を追加（25.4.1 施行） 

・「障害程度区分」に代わる「障害支援区分」を創設（26.4.1 施行） 

・重度訪問介護の対象を知的障害・精神障害に拡大（26.4.1 施行） 

・ケアホームとグループホームを一元化（26.4.1 施行） 

・地域生活支援事業の必須事業として意思疎通支援を行う者の養成研修等を追加 

（25.4.1 施行） 

・障害支援区分の認定を含めた支給決定のあり方等を法施行後３年を目途に検討 
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① グループホームの設置促進

② 障害者権利擁護センターの運営

③ 心身障害者コロニーの再編整備

④ 第二青い鳥学園の再整備

⑤ 重症心身障害児者施設の整備促進

 そこで、あいち健康福祉ビジョンの障害者福祉分野で取り組んでいる様々な施策のう

ち、以下の主なものを取り上げ、実施状況を検証します。 

＜資料：障害者総合支援法の概要 厚生労働省＞
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障害のある人が住み慣れた地域で自立した生活をするためには、グループホーム等の

住まいの場の確保が重要となっており、平成 24 年 3 月に策定した第 3 期愛知県障害福

祉計画(計画期間平成 24～26 年度)では、平成 26 年度末の定員数を平成 22 年度末の定

員数の 2倍とすることを目標として整備を進めていくこととしています。 

しかしながら、土地の確保や費用の調達などの点から、新築により整備を進めること

は困難で、整備がなかなか進まない状況にあります。 

また、既存の戸建て住宅を活用してグループホームを設置する場合、建築基準法の「寄

宿舎」の規定が適用されるため、防火間仕切り壁の設置などが必要となり、大規模改修

工事を行わなければならない場合があるなど、活用しづらい状況となっています。 

 このため、既存の戸建て住宅を有効に活用した障害者のグループホームの設置を促進

するため、行政機関、学識経験者及び事業者等で構成する連絡会議において取扱い案を

とりまとめ、平成 25 年 10 月から 1か月間、県民の皆様から意見の募集（パブリックコ

メント）を行った上で、「愛知県既存の戸建て住宅を障害者グループホームとして活用

する場合の取扱要綱」を策定し、平成 26年 4月 1 日から実施しました。 

① グループホームの設置促進

＜資料：愛知県健康福祉部障害福祉課＞
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 この要綱により、充分な防火・避難対策を講じた既存の戸建て住宅については、建築

基準法の「寄宿舎」への用途変更の手続きを要しないことなり、防火間仕切り壁の設置

等が不要となりますので、本県の障害者のグループホームの設置が促進されることが期

待されます。 

この他にも、整備費の補助による供給促進策として、新設・既設の改修を対象とした

「障害者施設設置費補助金」、スプリンクラー設備の設置を対象とした「社会福祉施設

等耐震化等臨時特例交付金」や、財政基盤の弱い小規模な事業所の運営に必要な経費を

補助する「障害者共同生活援助事業費補助金」など、グループホーム設置の促進を図る

ための取組と併せ、今後、グループホームの積極的な設置を促進していきます。 

＜平成 25年度障害者施設設置費補助金（グループホーム分）整備実績＞ 

箇所数 定員 事業費 補助額 

１２か所 ７８人 578,478 千円 233,894 千円

また、平成 26 年 4 月から「グループホーム整備促進支援制度」を実施しています。

グループホームの設置・運営に精通した方を「支援コーディネーター」として複数名配

置し、新たにグループホームの整備を検討している方を対象に、支援コーディネーター

を中心とした「開設・運営説明会」の開催や、より具体的に運営がイメージできるよう

に「見学会」や「相談会」を開催するなどして、グループホームの立ち上げから運営ま

でをトータルに支援することとしています。 
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平成 24年 10 月 1 日に「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する

法律（以下「障害者虐待防止法」という。）」が施行されました。 

障害者に対する虐待は障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参加

にとって、障害者に対する虐待を防止することが極めて重要であるため、障害者虐待防

止法では、虐待の禁止、虐待の予防及び早期発見、虐待を受けた障害者に対する保護及

び自立の支援のための措置、養護者に対する支援のための措置等を定めることにより、

障害者虐待の防止や養護者に対する支援に関する施策を促進し、これをもって障害者の

権利利益の擁護に資することを目的としています。 

② 障害者権利擁護センターの運営

＜資料：障害者虐待防止法の概要 厚生労働省＞
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障害者虐待対応の窓口として、都道府県に「障害者権利擁護センター」、市町村に「障

害者虐待防止センター」を設置することが規定されており、本県では、平成 24 年 10 月

1 日に「愛知県障害者権利擁護センター」（以下「権利擁護センター」という。）を開

設しました。 

権利擁護センターでは、障害者福祉施設従事者や事業所の使用者による虐待ケースの

報告、通報の受理、障害者虐待に関する相談及び身近な相談機関の紹介、障害者虐待を

受けた障害者の支援及び養護者に対する支援のための情報提供、助言、関係機関との連

絡調整などを行っています。 

なお、障害者に対する虐待があった場合、発見者は「障害者虐待防止センター」に通

報する仕組みになっているため、権利擁護センターは、市町村に情報提供及び助言等の

援助を行うなど、バックアップすることも役割のひとつとなっています。 

このことから、市町村等の関係機関との連携体制の強化を図るため、行政機関及び関

係団体で構成する「愛知県障害者虐待防止連携会議」、各市町村の障害者虐待防止担当

者で構成する「愛知県障害者虐待防止実務担当者会議」を立ち上げ、年に各 2回の会議

において、取組の方向性の検討及び困難事例の解決手法の共有等を行いました。 

また、専門知識を有する人材の確保と資質の向上を図るため、相談支援事業所職員及

び障害福祉サービス事業所の従業者を対象とした研修を開催しています。平成 25 年度

は、尾張地域と三河地域に分けて、平成 26 年 1 月から 2 月に 4 回、あわせて 352 名に

対して障害者虐待防止法や権利擁護等に関する研修を行いました。 

平成 25 年度における、県、市町村等への障害者虐待に関する相談・通報・届出の件

数は、養護者によるものが 224 件、障害者福祉施設従事者等によるものが 79 件、使用

者によるものが 90 件、合計で 393 件であり、このうち障害者虐待として認定された件数

は 159 件でした。 

＜障害者虐待に係る相談・通報・届出件数＞ 

平成 25年 4 月 1日から平成 26 年 3月 31 日

虐待類型 相談・通報・届出件数

養護者による障害者虐待 224 件（129 件）

障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 79 件（ 15 件）

使用者による障害者虐待 90 件（ 15 件）

計 393 件（159 件）

※1（ ）は障害者虐待として認定した件数 

※2 相談・通報・届出件数は、市町村、県、愛知労働局で受け付けた総数 
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これらのうち、市町村から対応に関して相談があった事例については、県が助言する

とともに関係機関との連絡調整等を行っています。 

また、障害者福祉施設従事者等によるもので、障害者虐待が強く疑われる場合には障

害者総合支援法に基づく指導を行っています。 

県では、法的専門性を強化するため嘱託弁護士を設置しており、平成 25 年度は法的

な対応が必要な事例 34件について、弁護士の助言を得ました。 

なお、こうした県で把握した個別事案については、「愛知県障害者虐待防止担当者会

議」で取り上げ、市町村間で情報を共有し、障害者虐待防止の取組に反映しています。 

今後も、関係者の資質向上のための研修の開催や市町村等との連携体制の強化を図り、

障害者虐待の防止や擁護者に対する支援などの取り組みを進めていく必要があります。 
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愛知県心身障害者コロニー(以下「コロニー」という。)は、昭和43年6月に心身の発

達に障害のある人が明るく幸せな生活を営むことができるよう、療育、医療、教育、授

産、職業訓練等を行うとともに、心身の発達障害の原因探求や治療・予防のための研究

をし、障害の程度とライフステージに応じた体系的かつ有機的な支援を行うための総合

的な福祉施設として、春日井市内に設置されました。 

その後、平成5年の障害者基本法の改正、平成14年に策定された国の障害者基本計画、

平成17年に成立した障害者自立支援法（現在の障害者総合支援法）などにより、障害福

祉のあり方は、「施設福祉」から「地域福祉」へ、また、障害のある人たちの地域生活

における自立に向けた支援へと大きく変化してきました。 

その一方で、コロニーでは、入所者の高齢化・障害の重度化が進み、入所期間が長期

化し、入所者に対する地域での自立に向けた支援が難しくなってきました。 

こうしたことから、平成19年3月に、平成18年度から27年度までの10年間を計画期間

とする、「愛知県心身障害者コロニー再編計画」を策定し、コロニーを入所者の地域生

活における自立を実践するため、地域生活移行を計画的に推進し、地域生活を営む障害

のある人たちを総合的にサポートする、医療支援及び療育支援の拠点施設（療育医療総

合センター（仮称））へ転換していくこととしました。 

さらに、平成23年11月に策定した「愛知県地域医療再生計画」において、コロニーを

県内の発達障害医療の拠点施設として、また小児・周産期医療の後方支援を担う施設と

して位置付け、あいち小児保健医療総合センターとの機能再編（あいち小児センター心

療科のコロニーへの統合）を行い、障害児者医療の拠点として整備を進めていくことと

しました。 

 また、「愛知県地域医療再生計画」では、発達障害者に対する医療体制を確立するた

め、コロニーを中心とした「発達障害医療ネットワーク」及び、障害のある人が地域で

安心して生活できる体制を構築するため「重心療育ネットワーク」を構築していくこと

としています。 

平成25年度は、療育医療総合センター（仮称）の実施設計を行い、平成26年度から建

設工事に着手していきます。なお、工事期間が長期に及ぶことが見込まれることから、

先行して完成する重症心身障害児者病棟等について、平成27年度中の一部供用開始を目

指していきます。 

③ 心身障害者コロニーの再編整備
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＜コロニー再編整備の概要＞ 

現行（心身障害者コロニー） 改築後（療育医療総合センター） 

中央病院（S45年開設）

◆許可病床175床（一般150床、精神25床）
病棟名 内科系混 合 内科系 外科系 外科系 精神科 計

病床数 ４０ ４０ ３５ ３５ ２５ １７５

 （新生児センターはＨ22.7から廃止）

こばと学園(医療型障害児入所施設)(S43年開設) 

◆入所定員180人（5病棟）
・短期入所は空床利用

医療支援部門（病院部門・重心部門） 

◆267床

病院147床（一般122床、精神25床）
重心120床（うち 短期入所10床(空床型)）

病棟名 外科系 内科系 精神科 心療科 計

病床数 ４４ ４５ ２５ ３３ １４７

病棟名 重心病床(常時濃厚な医療を要する重症心身障害児者)
病床数 ４０ ４０ ４０ １２０

・あいち小児保健医療総合センター心療科を統合

・重心：常時濃厚な医療を要しない入所者は、民間法人

の整備した施設等へ移行。

発達障害研究所（S47年開設）

◆７学部

医療支援部門（研究部門） 

◆５部門(学部)

・研究内容を「知能」と「こころ」の２領域に大別し、

より臨床研究に重点を置く。

緑の家（短期母子療育施設）(S46年開設) 

◆親子療育 ８室

◆あいち発達障害者支援センター(H15年開設)
・発達障害のある人への支援、県民への啓発

地域療育支援部門 

◆短期の入所支援施設 利用定員 37人
・18歳未満の知的障害児を短期で受入れ（33人）
・親子療育定員（4人）を併設
◆あいち発達障害者支援センター

はるひ台学園（福祉型障害児入所施設）(S43年開設) 

◆定員80人 

養楽荘（障害者支援施設）(S44年開設) 

◆定員140人

廃 止

春日台職業訓練校（S44年開設）
◇入所定員100人

春日台職業訓練校

・併設連携施設として引き続き運営

春日台養護学校（S44年開設）
◇生徒児童数445人（Ｈ26.4.1）

春日台養護学校

・併設連携施設として引き続き運営
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 愛知県立心身障害児療育センター第二青い鳥学園（以下「第二青い鳥学園」という。）

は、岡崎市本宿町地内に所在し、肢体不自由児の入所・通所機能の他、外来診療機能を

備えて運営していますが、昭和 39 年の開所以来 50 年余が経過し、施設の老朽化が著し

くなっています。 

 また、重症心身障害児者施設は名古屋市及び尾張地域に集中し、三河地域では施設が

不足している状況にあります。第二青い鳥学園が所在する三河地域には、平成 23年 12

月現在、771 人の重症心身障害児者がみえ、そのうち 614 人の方が在宅で生活されてい

ます。 

 こうしたことから、現在、第二青い鳥学園は岡崎市高隆寺町地内において、移転によ

る再整備を進めており、新たに重症心身障害児者の入所機能を付加し、平成 27 年度の

開所を目指しています。 

④ 第二青い鳥学園の再整備

完成予想イメージ 
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＜資料：第二青い鳥学園の改築整備について 愛知県健康福祉部障害福祉課HP＞
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本県においては、重症心身障害児者が利用できる入所施設が、全国に比べて少ない状

況にあるため、地域や在宅での生活において適切な医療や療育の支援が受けられる体制

づくりを進めるとともに、地域や在宅での生活の維持が難しい方には、できるだけ身近

な地域で重症心身障害児者施設を整備することが、喫緊の課題となっています。

現在、県内に重症心身障害児者施設は 4施設あり、その全てが国または本県により設

置されていますが、全国的には、重症心身障害児者施設の約半数は民間法人により設置

されている状況です。 

このような状況を踏まえ、幅広く県内外の社会福祉法人や医療法人に対して、重症心

身障害児者施設の設置に関する協力要請と整備意向調査を行った結果、県内で初めてと

なる民間法人による重症心身障害児者施設の設置が、平成 27 年度開所を目指して一宮

市内において進められることとなりました。

さらに、豊川市内においても、県有地を活用した重症心身障害児者施設の整備法人を

決定し、今後、平成 29年度開所に向けた整備が進められます。

⑤ 重症心身障害児者施設の整備促進
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 現在、県内の重症心身障害児者施設の入所定員数は 390 名ですが、今回の民間法人に

よる施設の設置と愛知県が進めている「第二青い鳥学園」の再整備、並びに名古屋市が

整備を進めている施設などの定員数を合わせ、平成 29 年度の見込みとして、現在の約

1.8 倍の 694 名となります。 

また、本県では、民間法人による重症心身障害児者施設等の整備促進を図るため、個

人県民税均等割減税の所要額に相当する 30 億円を積み立てた「障害者福祉減税基金」

を平成 26年 4 月に設置して、施設の整備費に対する助成を行うこととしております。

＜重症心身障害児者施設の配置計画＞ 
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以上のように、障害のある人が身近な地域で必要な支援が受けられるよう、様々な取

組を進めています。 

平成 26 年度には、平成 27 年度から 29 年度までの 3年間を計画期間とした第 4期障

害福祉計画を策定することとしており、今後も、障害のある人の地域生活を支えていく

ため、生活に基盤となる安心できる住居の確保や日常生活の支援とあわせて、重度の発

達障害や重症心身障害など地域や在宅での対応が難しい場合でも、できる限り身近な地

域で適切な療育や支援が受けられる体制の整備を進め、障害のある人が安心して暮らせ

る地域社会の実現に向けて、障害福祉サービス等の提供体制のさらなる充実を図ってい

きます。 

取組を踏まえた今後の方向性 


